
 

 

 

〇募集内容 

【補助対象者】 県内中小企業者等 

【申請要件】  経営革新計画、事業戦略又は経営計画等の各種計画を策定し、その計画に基づいた取り組みであ 

        ること 

【補助金額等】 

 対象となる事業 補助上限額 

① 
新事業動向等調査事業、販路開拓事業、人材養成・人材確保事業、生産性向上支

援事業、新商品・新技術・新役務開発事業 

200 万円 

（②と併用する場合は新商品・新

技術・新役務開発事業を除く） 

② 新商品・新技術・新役務開発事業（製品企画書２枚目までに基づく事業の場合） 1,000 万円 

③ 海外販路開拓事業（グローバル枠） 200 万円 

※申請下限額は１申請あたり 10万円です 

【補助率】１／２以内 

【事業期間】交付決定日から最長１年間 

【審査方法】審査会において採択者を決定します。審査会については、申請企業の参加が必須のプレゼンテーショ 

      ン及び質疑応答を原則として実施します。 

【スケジュール（予定）】 

・審査会：令和４年 10 月中旬頃  ・交付決定：令和４年 10 月下旬頃  

※交付決定日以前に着手した経費は補助対象外になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【販路開拓事業】 

展示会出展での新規顧客の開拓 

 

【対象経費】 

旅費・展示会で配布する新商品

のパンフレット作製費等 

 
 

 ◆受付期間◆ 令和４年８月５日（金）～９月７日（水）17：00 締切 
※新商品・新技術・新役務開発事業にエントリーの場合は、当センターの確認済みの製品企画書が必須です。 

未作成の場合は令和４年８月 26 日（金）17：00 までに製品企画書を提出し確認を受けてください。 

※申請書、添付資料等の個別企業の内容に関わる質問については、令和４年８月 26 日（金）17：00 まで可能としま

す。以降は審査の公平性の観点から、一切お答えできません。 

【生産性向上支援事業】 

生産ラインの生産性向上を図る取り

組み 

 

【対象経費】 

システム利用料・委託費等 

 

【新商品・新技術・新役務開発事業】 

新たな製品の開発やデザインの改善 

 

【対象経費】 

原材料費・委託費・特許等の取得にかかる

弁理士費用等 

 

【海外販路開拓事業（グローバル枠）】 

新たな海外展開のための市場動向調査や海外

の専門家の招聘 

 

【対象経費】 

専門家謝金・旅費・委託費等 

※詳細は裏面をごらんください 

 

本事業は例えばこんな内容に活用できます！！ 

【新事業動向調査事業】 

新商品を作る場合のマーケティング

調査 

 

【対象経費】 

旅費・委託費等 

 

【人材養成・人材確保事業】 

幹部候補生の研修や就職相談会への

出展 

 

【対象経費】 

講師謝金・旅費・出展小間料する新

商品のパンフレット作製委託費等 



 

 

○補助事業の申請等について 

 

【申請方法】 

・「事業戦略等推進事業費補助金 交付要領」「令和４年度 事業戦略等推進事業費補助金３次募集 募集要項」 

及び「令和４年度版 事業戦略等推進事業費補助金運用の手引き」を読んだ上で、補助金の趣旨、内容に沿っ 

た申請をしてください。 

 

・申請は「申請フォーム」からのみになりますので、電子メール、郵送、持ち込み、FAX等での受け付けは行い 

ません。（添付資料を含む） 

 

・必要書類に不備がある場合は、申請の一部または全部を受理することができません。 

 

【申請様式等】 

・申請様式、必要書類、申請要件等の詳細は当センターの募集 HP をご覧ください。  

・募集ＨＰ：https://joho-kochi.or.jp/center/kochisangyokikin_2022.php 

 

【問い合わせ先】 

  〒781-5101 高知市布師田 3992-2  

公益財団法人高知県産業振興センター 経営支援部 経営支援課 

   TEL：088-845-6600  FAX：088-846-2556  

E-mail：kigyousinkou@joho-kochi.or.jp 

既存事業と 

別枠２００万円 

の申請が可能です 

 

海外販路開拓事業（グローバル枠） 
対象となる取り組み例 
■海外から 

  ・海外拠点設立のため、現地人材を招聘して行う人材養成   

・販路開拓に向け商品知識向上など営業活動強化のための現地代理店等の招聘 

  ・進出予定国に精通する専門家を招聘した社内研修 

 

■海外へ 

・海外支店や工場、代理店などの設置や拡充のため、コンサルタントや人材会社への委託 

・海外事業の中心となって活動していく外国人材の育成 

・過去３年以内に売上のない国への市場調査や展示会への出展 

・海外向けのホームページや動画、パンフレットの作成 

 

海外販路開拓事業（グローバル枠）申請要件 
 次のいずれかに当てはまるものが、本事業の対象となります 

（１）外国人材を活用して、海外展開への取り組みを行う 

（２）概ね５年以内に海外拠点の確立（拡充）を行う 

（３）新たに海外への販路開拓に取り組みを行う（過去３年間、海外への売上実績がない） 

（４）新たな国への販路開拓に取り組みを行う 

（過去３年間、海外への売上実績はあるが、他の国へ展開を行う） 

海外展開に 

取り組む皆様へ 


